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戦時における水の保護規定の成立の過程（玉井）

研究ノート

戦時における水の保護規定の成立の過程
─1977 年ジュネーブ諸条約第 1 追加議定書からの考察─

玉　井　良　尚
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はじめに

今日、「水」に関する国際的な秩序が形成されようと
している。水の重要性が国際的に認識され始め、国際河
川や地下水など水を資源とみなし、その利用・管理に関
して複数の当事者間による条約や協定が締結されるよう
になってきている。たとえば 1992 年には、国連欧州経
済委員会が中心となって「越境水路及び国際湖水の保護
及び利用に関する条約（ヘルシンキ条約）」が採択され
た。これは、欧州地域の多国間条約で、複数の国にまた
がる地表水および地下水を越境水とみなしてその保護と
管理を締約国に求めたものである。さらに 1999 年にな
ると、この条約を発展させた「水及び健康に関する議定
書」が採択されるにいたっている 1）。また 1997 年には、
国連の国際法委員会が草案を提出し、国連総会において

「国際水路の非航行的利用の法に関する条約」が採択さ
れた。この条約の中で、地下水を含む国際水路の航行以
外の利用に関して関係国間の衡平な利用の原則や損害を
与えない義務が締約国に規定され、水に関する国際的な
規範の一つの方向性が示されたのである 2）。

今日の国際社会のなかで見られているこういった秩序
形成は、平時における水に関する権利分配や保護の動き
といえるだろう。それでは、平時ではなく戦時において
は水はどのように保護されるのであろうか。人の生存に

とって「水」は必須である。それゆえに人や社会が極限
状態におかれる戦時だからこそ平時と同等かそれ以上に

「水」が確保・保護される必要があり、さらにそのこと
は、戦時において人道はどこまで保護されるのかという
ことにつながっていく。すなわち、戦時における「水」
に関する国際法や規範を検討していくことは重要なの
だ。

本稿では、武力紛争と水との関係を国際人道法の観点
から考察する。とりわけ、国際人道法であるジュネーブ
諸条約第 1 追加議定書（以下、第 1 追加議定書という）
には水に関する保護規定が存在しているが、その規定が
いかなる背景のもと合意されたのかを考察したい 3）。

Ⅰ．ジュネーブ諸条約第 1追加議定書に至る
までの経緯

水に関する保護は、1977 年に採択された第 1 追加議
定書に規定されている。その規定を見る前に、第 1 追加
議定書が採択されるに至るまでの国際人道法の発展に関
して俯瞰する。

国際人道法という名称が一般化したのは、赤十字国際
委員会（以下、ICRC）と国連の協力のもとに開催され
た 1971 年の「武力紛争に適用される国際人道法の再確
認と発展のための政府専門会議」でこの名称が正式に用
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いられてからとされる 4）。それ以前は、「戦時国際法」
と呼ばれ武力紛争における戦闘の方法と手段を規制する
ハーグ法と、紛争犠牲者の保護を目的とするジュネーブ
法に区別されていた。ハーグ法は、1899 年の第 1 回平
和会議で採択され、1907 年の第 2 回平和会議で改定さ
れたハーグ陸戦条約を中心とした。一方ジュネーブ法
は、1864 年に締結、1906 年・1929 年に改正追加され、
1949 年の傷病兵保護条約、海上傷病難船者保護条約、
捕虜条約、文民条約の 4 つの条約からなるジュネーブ諸
条約へと発展し、それを中心にして運用されていた 5）。
そのようななかで、ジュネーブ法が「国際人道法」であ
るとの認識へと変化する端緒が、先にあげた 1971 年の
会議から始まる流れなのである。1971 年の会議から
ICRC は、1949 年のジュネーブ諸条約を発展させる追加
議定書の草案の作成を始めた。そしてその草案は、1973
年にテヘランで開催された第 22 回赤十字国際会議にお
いて提出された。続く 1974 年 2 月から 1977 年 6 月まで

「国際人道法の再確認と発展に関する外交会議」がジュ
ネーブで開催され、その会議において先の ICRC 作成の
草案をたたき台にして最終的に完成したのが、ジュネー
ブ諸条約第 1 追加議定書である。

この追加議定書の最大の特徴は、戦時国際法の系譜で
あるハーグ法の領域に踏み込んで、紛争における戦闘手
段や方法、そして攻撃対象を規制したということにあ
る 6）。このことは、ハーグ法とジュネーブ法の融合と捉
えられた。そして当初、武力紛争期間における紛争当事
者間の交戦規定でしかなかった武力紛争法は、この
1977 年の追加議定書を経ることによって、文民の保護
を明確化・明文化する国際人道法の形へと変化したとい
える。

このような一連の過程を経て成立した第 1 追加議定書
において、水に関する保護規定が作成されるに至った背
景は何なのか。それを分析・考察するために、1974 年
から 1977 年までジュネーブで開催されていた「国際人
道法の再確認と発展に関する外交会議」（以下、外交会
議という）の史料からそれを探り読み解いていくことに
する 7）。

Ⅱ．第 1追加議定書第 54 条　
文民たる住民の生存に不可欠な物の保護

1．規定内容
第 1 追加議定書第 54 条は、非戦闘員である文民の生

存にとって不可欠な物の保護に関して規定している。そ
の第 54 条の第 2 項において、「飲料水の施設及び供給設
備」と「灌漑設備」として水は規定、言及されている。
これら「飲料水の施設及び供給設備」と「灌漑設備」へ
の攻撃の禁止を通じて「水」への攻撃を禁止しているの
だ。その規定内容は以下の通りである 8）。

1　戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くこと
は、禁止する。

2　食糧、食糧生産のための農業地域、作物、家畜、
飲料水の施設及び供給設備、灌漑設備等文民たる住民の
生存に不可欠な物をこれらが生命を維持する手段として
の価値を有するが故に文民たる住民又は敵対する紛争当
事者に与えないという特定の目的のため、これらの物を
攻撃し、破壊し、移動させ又は利用することができない
ようにすることは、文民を飢餓の状態に置き又は退去さ
せるという動機によるかその他の動機によるかを問わ
ず、禁止する。

3　2 に規定する禁止は、2 に規定する物が次の手段と
して敵対する紛争当事者によって利用される場合には、
通用しない。
（a）専ら当該敵対する紛争当事者の軍隊の構成員の生

命を維持する手段
（b）生命を維持する手段でないときであっても軍事

行動を直接支援する手段。ただし、いかなる場合におい
ても、2 に規定する物に対し、文民たる住民の食糧又は
水を十分でない状態とし、その結果当該文民たる住民を
飢餓の状態に置き又はその移動を余儀なくさせることが
予測される措置をとってはならない。

4　2 に規定する物は、復仇の対象としてはならない。

5　いずれの紛争当事者にとっても侵入から自国の領
域を防御する重大な必要があることにかんがみ、紛争当
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事者は、絶対的な軍事上の必要によって要求される場合
には、自国の支配下にある領域において 2 に規定する禁
止から免れることができる。

2．起草経緯
第 1 追加議定書のコメンタリー 9）によれば、第 1 追

加議定書第 54 条は、1949 年のジュネーブ諸条約第 4 条
約（文民条約）の第 23 条と第 53 条の採択と関連した
1949年の外交会議をその第一歩とすると指摘している。
文民条約第 23 条と第 53 条が第 1 追加議定書第 54 条の

「文民の生存にとって不可欠なもの」と「文民の所有す
る民用物」の概念の起点であることは、それら規定から
も読み取れる。しかし水に関する文言は、これら条文に
は入っていない 10）11）。むしろ国際人道法の発展の文脈
で水への攻撃規制に関する文言がはじめて登場するの
は、「水」や「飲料水」といった文言ではなく、「ダム」
や「堤防」といった文言でまず登場している 12）。なぜ
ならダムや堤防は、戦時において軍事的な防衛を担うこ
とが歴史的に往々にしてあったからである。それゆえ
に、ダムや堤防が戦争における手段として戦争に近いと
ころに存在していたがために、水に関係する規定でより
早く国際人道法の展開の中に表れたといえる。

この状況が変わってくるのは、1968 年にテヘランで
開催された世界人権会議において、武力紛争における人
権に関する決議が採択されたことによる。この会議で、
国連総会に対して、当時のあらゆる武力紛争における人
権の改善のため、人道的国際条約の追加または現行諸条
約の改訂の必要性を研究するように国連事務総長に求め
ることを国連総会に要請した。この世界人権会議の提案
を受けて、国連総会は国連事務総長に対して、ICRC や
その他国際組織と協議をして研究を行うことを求めた。
ICRC もそれを受ける形で、1969 年から 1971 年までの
間に国連や国際組織、非政府組織、専門家と緊密な協力
の下で研究作業を押し進めた。ICRC は、続く 1971 年
の「武力紛争に適用される国際人道法の再確認と発展の
ための政府専門会議」を開催し、そこで 1949 年のジュ
ネーブ諸条約の発展を目指した草案作成が行われたので
ある 13）。そして、1974 年からジュネーブ諸条約の発展
を目指した追加議定書を採択するために国連人道法外交
会議が開催された。この一連の過程のなかで重要な点
は、ICRC が文民の保護の範囲をこれまでよりもさらに
拡大していこうとの意思を持っていたことであった。そ

れによって、これまで拡大する機会がなく抑え込まれて
いた保護されるべき対象が国際人道法のリストに登場す
るのではないかと期待された。そしてそこに、「水」や
水に関連する施設が新たな対象として加わることになっ
た。ICRC が作成した水に関する規定は、第 1 追加議定
書 ICRC 草案の第 48 条にあった 14）。その草案第 48 条は
以下である。

第 1 追加議定書 ICRC 草案第 48 条 15）　
一般住民の生存に不可欠なもの、すなわち、食糧及び

食糧生産地域、作物、家畜、飲料水供給、並びに灌漑設
備を攻撃し又は破壊することは、文民を餓死させるため
であると、文民を退去させるためであると、また他の理
由のためであるとを問わず、禁ずる。これらの物は、復
仇の対象にしてはならない。

それでは、草案作成者たる ICRC 側が当該規定を作成
した意図とは具体的に何であったのであろうか。ICRC
側は、第 1 追加議定書草案第 48 条に関して、ここで規
定されているリストが非軍事目標である民用物の具体的
なカテゴリーであるとした上で、「文民住民の生存を保
障」し、「暗黙的に、戦争の手段として文民の飢餓を非
難」することを目的として規定に入れたことを外交会議
の場で発言し明らかにしている 16）。すなわち ICRC は、
この規定の目的として、文民の生命維持、とりわけ戦争
で生み出される飢餓の防止であることを明確にしている
のである。さらに、この ICRC の草案で興味深い点は、
草案第 48 条において「攻撃（attack）」という言葉だけ
でなく、「破壊（destroy）」という言葉を使用している
ことである。この「破壊（destroy）」という言葉に関し
て、ICRC は枯葉剤の使用を一例に出して説明を行って
いる 17）。すなわち ICRC は、ベトナム戦争においてアメ
リカ軍による枯葉剤作戦を第 1 追加議定書においては違
法であると示唆しているのだ。そもそも、アメリカ軍が
ベトナム戦争において行った枯葉剤作戦の第一義は、北
ベトナム軍の姿を隠す密林植物を排除するためであっ
た。しかし、この枯葉剤作戦の影響は植物だけにとどま
らず、それ以外にも土壌や河川の汚染を引き起こし、戦
場となった土地の生態系を過剰に破壊した。そして、そ
の影響と被害が地元住民へも拡大していったことはよく
知られていることである 18）。この説明から分かるよう
に、ICRC は、ベトナム戦争を強く念頭に置きながらこ
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の規定を作成したことは間違いない。

3．外交会議第 3委員会での議論と評価
第 1 追加議定書 ICRC 草案の第 48 条は、外交会議の

第 3 委員会において採択のための議論が行われた 19）。
そしてこの委員会において、各国の発言や討議が行われ
た。起草経緯にベトナム戦争が関係していることもあっ
て、この会議においてアメリカとベトナムの発言は非常
に興味深いものとなっている。

この会議に出席していたベトナム代表は、ベトナム戦
争におけるアメリカ軍の作戦への糾弾を通して ICRC の
草案とその説明に対して一定の好意的評価を下した。ベ
トナム代表は、次のように述べてアメリカを批判したの
である。「ベトナムにおける戦争では、帝国主義の侵略
者は食糧、作物、家畜、水道設備、灌漑施設、森林を体
系的に攻撃し続けた。それは文民を飢えさせ、難民にさ
せようという目的のためである。草案第 48 条であげら
れているリストは、ベトナムにおける残酷な現実に沿っ
たものである 20）」。

そのような会議の状況の中で、対するアメリカ代表
は、文民住民の生存にとって不可欠な物に保護を与える
こと、そしてそれらへの破壊に反対することに支持を表
明しつつも、ICRC 草案第 48 条の規定が自国領におい
ても他国へ適用されるのかといった説明が放置されてし
まっているとして、道徳的な見解よりも現実的な軍事的
思考を基にした解釈的疑問を表明した 21）。さらにアメ
リカ代表は、合法的な軍事目標への攻撃がなされた場
合、ある一定程度の民用物への付随的な損害は避けられ
ないものであるとして、正規の軍事目的で使用されてい
る目標への攻撃を実行する権利を侵害することなく、文
民の生存に不可欠な物への保護がなされるようにすべき
として、草案第 48 条の修正案（CDDH/Ⅲ/50）を提案
した 22）。

ここで ICRC 草案に対して、各国から提出された注目
すべき修正案と修正要求箇所を見ることにする 23）。

・ルーマニア修正案（CDDH/Ⅲ/10）：第 48 条を削除す
る。

・ガーナ修正案（CDDH/Ⅲ/28）：「灌漑設備（irrigation 
works）」の文言の後に、「不可欠な設備の供給に必要
な幹線道路のような、コミュニケーションの手段

（and means of communication, such as arterial roads 
essential to the supply of such indispensable works）」
という文言を追加する。

・オーストラリア修正案（CDDH/Ⅲ/49）：現在ある文
章を削除して、代わりに次の文章に差し替える。
「48 条─食糧と食糧生産地域の保護─　文民たる住

民の生存を害するために、食糧、食糧生産地域、作
物、家畜、飲料水供給や灌漑設備などのようなものを
攻撃し、又は破壊するようなことは禁止する。」

・アメリカ合衆国修正案（CDDH/Ⅲ/50）：48 条すべて
を削除して、代わりに次の文章に差し替える。
「意図的な文民の飢餓を避けるため、かつ、自国に

おける締約国の権利を侵害することなしに、住民又は
敵対者に与えないという目的のために、作物、飲料水
供給、灌漑設備、家畜、食糧又は食糧生産地域を攻撃
し、破壊し、移動させ又は利用することができないよ
うにすることは、それらが、敵対者を監視や攻撃から
身を隠すような、直接的な軍事目的に使われない限り
において禁止する。」

・エジプト、イエメン・アラブ共和国、イラク、ヨルダ
ン、クウェート、レバノン、リビア、モーリタニア、
モロッコ、カタール、サウジアラビア、シリア、アラ
ブ首長国連邦、イエメン人民民主共和国修正案

（CDDH/Ⅲ/63 and Add.1）：「飲料水（drinking water）」
の文言の後に、「施設（installations）」の文言を入れ
る。「灌漑設備（irrigation works）」の文言の後に、

「 燃 料 貯 蔵 施 設 と 精 製 施 設（fuel reservoirs and 
refineries）」を加える。

・ハンガリー、東ドイツ、チェコスロバキア修正案
（CDDH/Ⅲ/64）：48 条に次の新たな項を加える。

「均衡のとれた環境の維持は文民たる住民の生存に
とって必要なので、いかなる手段や方法によって自然
環境を害し、又は破壊することを禁止する。自然環境
は復仇の対象とされるべきではない。」

・ベルギー、イギリス修正案（CDDH/Ⅲ/67）：48 条を
次のように修正する。
「1　戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くこと
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は、禁止する。」
「2　それに従って、自国における締約国の権利を侵

害することなしに、住民又は敵対者に与えないという
目的のために、作物、飲料水供給、灌漑設備、家畜、
食糧又は食糧生産地域を攻撃し、破壊し、移動させ又
は利用することができないようにすることは、それら
が、敵対者を監視や攻撃から身を隠すような、直接的
な軍事目的に使われない限りにおいて禁止する。」

・ソビエト連邦ウクライナ共和国修正案（CDDH/Ⅲ
/74）：第 2 項として次の項を加える。
「2　軍事目的のために紛争当事者の一方によるこれ

らの物の使用は、その物からこの条文によってなされ
る完全な保護を喪失する。」

このような修正案の中でアメリカの修正案に対し、ベ
トナム代表は以下のように反論している。「ベトナムに
おいて、来る何十年もの間、自然バランスを崩壊させる
ぐらいに、リン酸爆弾や有害化学物質が広大な範囲の森
に散布された。それを行う敵の理由とは、革命軍にとっ
て隠れるのに役立つ植物を破壊することにあった。監視
や攻撃から敵を隠すといった“それらが直接的な軍事目
的に役立たない限り”（保護する）と読むことのできる
アメリカの修正案は、先のことを十分に意図したもので
ある」。さらに続けて、「これらすべての戦争の形態は、
土壌や河川、森の生態系を回復できない破壊をもたらし
た。これは人道に対する罪である 24）」と反論した。こ
のように、対象物が民用物である場合は保護を与えると
いう総論では参加国全体で異論はない。しかし、それが
どの程度まで保護されるのか、対象物が軍事的に利用さ
れた場合にはどうするのかといった部分で参加国に大き
く異なる見解や意思があったことが見受けられる。

また、この修正案においてさらに注目しなければなら
ないのは、最終的に第 1 追加議定書第 54 条の規定にお
いて出てくる、飲料水の「施設（installations）」という
文言の出所である。この「施設」という文言は、エジプ
トの代表団によって提案され追記された。エジプト代表
は、この規定の基本原理を文民たる住民の生存、すなわ
ち飢餓からの保護とみなした上で、ただの水ではなく

「飲料水」という部分にこだわったと考えられる。そし
て、飲料水にするために不可欠な「施設」を加えること
を主張したといえる 25）。いかなる経緯でエジプトの文

言が最終的に付け加えられたのかはまだ不明であるが、
この意味は深く考慮されるべき点であろう。

会議においてこのような議論があったものの、最終的
には 1977 年 5 月 27 日第 42 回会議においてこの草案第
48 条は、新たな条項を加え、コンセンサスによって採
択されることになった 26）。草案第 48 条は、第 1 追加議
定書第 54 条 2 項として残されることとなった。ただ、
第 1 追加議定書第 54 条 1 項において、戦争の方法とし
て文民を餓死させることを禁止する文言を入れること
で、これが第 54 条の規定の基本原則とされた。そして
その上で、第 2 項で示している攻撃禁止のリストは、こ
の第 1 項で示される基本原則を受けて保護されるものと
いう関係になっている。すなわち、この第 1 追加議定書
第 54 条は、水を含めた自然環境を主体としたものでは
なく、あくまでも人間、それも文民の生命を主体とした
アプローチとなっていることに注意が必要であろう。そ
れゆえに、この条文で規定される文言は、「水」ではな
く「飲料水」なのである。さらに、「飲料水」とするの
ではなく、「施設（installations）」と「供給（supplies）」
を入れて「飲料水の施設及び供給設備（drinking water 
installations and supplies）」としていることは、都市住
民を巻き込む現代的な総力戦を念頭に置いた規定となっ
ているといえる。さらに第 54 条 2 項に対して第 54 条 3
項において例外状況を示しつつも、今度は明確に「水」
という文言を入れ、文民に対する水の確保を強調して水
への攻撃を紛争当事国に対して規制しているのである。
それゆえに水は、完全に軍事目標主義の原則から民用物
として区分されていることがわかる。軍事目標主義と
は、武力紛争において戦闘時の攻撃は、軍事目標のみ許
され、非軍事目標に対する攻撃は許されないとするもの
である 27）。この第 54 条では、ICRC やベトナムをはじ
めとする国が主張したとおりに「水」の保護が最終的に
合意されたと評価できるであろう。

Ⅲ．第 1追加議定書第 56 条　
危険な力を内蔵する工作物及び施設の保護

1．規定内容
第 1 追加議定書第 56 条には、水インフラとして重要

な「ダム」と「堤防」に関する規定がある。第 56 条
は、攻撃や破壊によって周辺の住民に危険を及ぼすおそ
れのある力を内蔵する工作物及び施設に対して特別な保
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護を与えようというものである。その特別な保護を受け
る施設として、ダム、堤防及び原子力発電所が規定内に
リスト化されている。規定内容は以下の通りである 28）。

1　危険な力を内蔵する工作物及び施設、すなわち、
ダム、堤防及び原子力発電所は、これらの物が軍事目標
である場合であっても、これらを攻撃することが危険な
力の放出を引き起こし、その結果文民たる住民の間に重
大な損失をもたらすときには、攻撃の対象としてはなら
ない。これらの工作物又は施設の場所又は近接に位置す
る他の軍事目標は、当該他の軍事目標に対する攻撃がこ
れらの工作物又は施設からの危険な力の放出を引き起こ
し、その結果文民たる住民の間に重大な損失をもたらす
場合には、攻撃の対象としてはならない。

2　1 に規定する攻撃からの特別の保護は、次の場合
にのみ消滅する。
（a）ダム又は堤防については、これらが通常の機能以

外のために、かつ、軍事行動に対し常時の、重要なかつ
直接の支援を行うために利用されており、これらに対す
る攻撃がそのような支援を終了させるための唯一の実行
可能な方法である場合
（b）（省略）
（c）1 に規定する工作物又は施設の場所又は近隣に位

置する他の軍事目標については、これらが軍事行動に対
し常時の、重要なかつ直接の支援を行うために利用され
ており、これらに対する攻撃がそのような支援を終了さ
せるための唯一の実行可能な方法である場合

3　文民たる住民及び個々の住民は、すべての場合に
おいて、国際法によって与えられるすべての保護を受け
る権利を有する。特別の保護が消滅し、1 に規定する工
作物、施設又は軍事目標が攻撃される場合には、危険な
力の放出を防止するためにすべての実際的な予防措置を
とる。

4　1 に規定する工作物、施設又は軍事目標を復仇の
対象とすることは、禁止する。

5　紛争当事者は、1 に規定する工作物又は施設の近
傍にいかなる軍事目標も設けることを避けるように努め
る。もっとも、保護される工作物又は施設を攻撃から防

御することのみを目的として構築される施設は、許容さ
れるものとし、攻撃の対象としてはならない。ただし、
これらの構築される施設が、保護される工作物又は施設
に対する攻撃に対処するために必要な防御措置のための
ものである場合を除くほか、敵対行為において利用され
ず、かつ、これらの構築される施設の装備が保護される
工作物又は施設に対する敵対行為を撃退することのみが
可能な兵器に限られていることを条件とする。

6　締約国及び紛争当事者は、危険な力を内蔵する物
に追加的な保護を与えるために新たな取極を締結するよ
う要請される。

7　（省略）

2．起草経緯
第 1 追加議定書第 56 条の原典と思われる規定が出て

くるのは、ICRC が 1956 年に発表した「戦時において
一般住民が被る危険の制限に関する規則案」であ
る 29）。この規則案の第 17 条で、「水力発電用ダム、核
動力源又は堤防のような工作物又は施設の破壊の結果、
自然の力又は人工の力の解放によって生ずる危険から一
般住民を保護するため、各国又は関係当事国は、・・・
平時において、元来平和的目的に供することを目的とす
る工作物の一時的免除をいかなる状況の下においても確
保するための特別の手続きを協定すること」、「戦時にお
いて、作戦行動となんらの関係をも有しない又はその後
は有しなくなる工作物及び施設に対し、・・・特別の免
除を与えることについて合意すること」を促すとあ
る 30）。先に述べたように、国際人道法の発展過程にお
ける水に関する規定は、第 1 追加議定書第 54 条にある
ような「飲料水」、「水供給」や「灌漑施設」といった文
言よりも、第 1 追加議定書第 56 条で危険な力を内蔵す
る工作物及び施設として指摘する、「ダム」や「堤防」
といった文言で採り上げられるほうが早かった。しかし
ながら、この 1956 年の ICRC の規則案は、第 1 追加議
定書第 56 条と違ってダムや堤防を保護するための協定
や合意を促しているに過ぎず、それらに対する攻撃の禁
止もしくは特別の保護を謳っているものではなかった。
それゆえに 1956 年時点では、ICRC は、ダムや堤防が
抱え込んでいる莫大な量の水の破壊力と、それが悪意の
下で解放された時の脅威に関する認識を有していたもの
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の、ハーグ法の領域に踏み込み、戦時においてそれらを
完全な攻撃禁止対象として扱うといったところまで為そ
うという意思と力はまだなかったといえる。そしてその
無力を表すかのように、この 1956 年の規制案は、条約
化されることなく消え去ったのである 31）。

だが、先に述べたように、1968 年にテヘランで開催
された世界人権会議に始まる、戦争における人権尊重の
世界的な高まりは、1949 年のジュネーブ諸条約のさら
なる補完という形で国際人道法の発展への道を歩むこと
を促した。そして、1974 年から始まる国連人道法外交
会議において再び、ダム・堤防への攻撃規制が ICRC の
草案の中に加えられることになった。そのダムや堤防の
攻撃規制が入れられた第 1 追加議定書の草案規定は以下
である 32）。

第 1 追加議定書 ICRC 草案第 49 条 1 項 33）

危険な威力を内蔵する工作物又は施設、すなわち、ダ
ム、堤防及び原子力発電所を攻撃し又は破壊すること
は、禁ずる。

第 1 追加議定書 ICRC 草案第 49 条 2 項
紛争当事者は、1 項にいう物の周辺地域に軍事目標を

設置することを避けるよう努めなければならない。

第 1 追加議定書 ICRC 草案第 49 条 3 項
（省略）

ICRC は、この規定を生み出した理由を次のように説
明している。「この規定が言及する民間の工作物及び施
設とは、もしそれらが攻撃されれば結果として大惨事と
なるがゆえに、特別の保護が求められるものである。提
案している保護は完全に必然的なもの（automatic）で
あり、その（保護される）工作物及び施設は、軍事や民
間、またはその 2 つが合わさったものなどといった区別
はしない。規定の意図するところは、工作物及び施設の
単なる保護ではなく、危険な威力の解放を避けることに
ある。しかしながら保護は、リスクを高めないように軍
事目標が施設の周辺に配置されていないという条件に従
属する。つまりは、いかなる攻撃も（ICRC 草案）第 50
条の規定と一致してなされるべきであり、その関係で、
1949 年のジュネーブ諸条約第 53 条に規定される占領地
における施設の破壊の禁止を思い起こすべきである」34）。

3．外交会議第 3委員会での議論と評価
ICRC 草案第 49 条をめぐる議論は、ダムや堤防（そ

れに原子力発電所を含める）といった工作物及び施設と
軍事との間の関係に議論が集中することとなった。まず
この草案第 49 条は、草案第 48 条と比べて興味深い点を
有していることに着目する必要がある。それは草案第
49 条 2 項の存在である。なぜなら草案第 49 条 2 項は、
ダムや堤防、原子力発電所が軍事的に利用されることを
見越した努力目標規定とみなすことが可能だからであ
る。第 3 委員会での審議において、オーストラリアがこ
の点を指摘して、この規定に垣間見える ICRC の態度を
問題にしている。つまり、この規定の作成段階におい
て、ICRC は 2 つの異なる態度を示している。一方で
は、ダムや堤防は完全なる攻撃からの免除を与えられる
べきだと考え、他方で、莫大な力を内蔵する施設が武力
紛争時において軍事的に利用されて、軍事施設化する可
能性があるとの認識を持っているということである。こ
の両方の態度が組み合わされ、1 つの規定としてはたら
くと、ダムや堤防が軍事施設化し、さらに敵軍はその施
設に対して攻撃することのできない軍事的聖域が現れて
しまう。よって、攻撃免除が遵守される方向で規定を明
確化していくべきとの提案がオーストラリアによってな
された 35）。この点に関してベトナムも、「紛争当事者が
軍事目標を守るために工作物及び施設への（攻撃）免除
を利用することを許してはならない」と問題にし、「軍
事目標を設置するのを避けるように努める」との文言を

「設置することを禁ずる」へと変更するべきと主張し
た 36）。逆にエジプトは、ダムや堤防への攻撃の免除が
いかなる時においても失われないとし、さらにこれから
造られる新たな工作物及び施設へも保護が適用されるべ
きとして、この草案第 49 条 2 項の修正を求めた。

ここで ICRC 草案を受けて、各国が提出した修正案を
見る。各国の修正案は、次のようなものであった 37）。

・ルーマニア修正案（CDDH/Ⅲ/10）：1 項を次のよう
に修正する。
「1　ダム、堤防及び原子力発電所（nuclear-powered 

electric generating plants）のような（such as）危険
な力を内蔵する工作物及び施設は、いかなる時も保護
される。このような工作物及び施設を攻撃し、破壊し
又は被害を与えることを、又はそれらを復仇や敵対行
為の対象とすることは厳しく禁止する。」
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2 項の文末に次の文言を追加する。
「これらの物の軍事的保護は、1 項で設けられた保

護の手段を、違反するための口実として利用されるべ
きではない。」

・オーストラリア修正案（CDDH/Ⅲ/49）：現在の文章
を削除して、代わりに次の文章に差し替える。

「49 条─不必要な危害の回避
1　文民たる住民の命を守り、かつ、財産への不必

要な危害を避けることを、締約国は要請される。
（a）平時において、工作物及び施設への不当な攻

撃、危険な又は破壊的な力を解放することへの危害や
破壊に対する保護を提供する方法を合意する
（b）武力紛争時において、工作物及び施設が軍事

目的のために利用されない限り、これらの物は攻撃か
ら免除されることを合意する
（c）このような工作物及び施設の確認の方法を合意

する
2　このような工作物及び施設が軍事目標として攻

撃されうる時、攻撃を指示し又は行う当事者は、この
議定書の第 50 条、第 51 条によって規定されている予
防措置に特別留意しなければならない。

3　紛争当事者は、1 項にいう物の周辺地域に軍事
目標を設置することを避けるよう努めなければならな
い。」

・ベルギー、オランダ修正案（CDDH/Ⅲ/59）：1 項を
削除する代わりに次の文言に代える。
「1　自国における締約国の権利を侵害することなし

に、文民たる住民による利用のために造られた工作物
や、ダム、堤防、原子力発電所のような危険な力を内
蔵する施設を攻撃し又は破壊することは、これらの物
の部分的ないしは全面的破壊が周辺に住む文民たる住
民に危険を与える時に、禁止する。」

・エジプト、イエメン・アラブ共和国、イラク、ヨルダ
ン、クウェート、レバノン、リビア、マリ、モーリタ
ニア、モロッコ、カタール、スーダン、スウェーデ
ン、スイス、シリア、アラブ首長国連邦、イエメン人
民民主共和国修正案（CDDH/Ⅲ/65 and Corr.1 and 
CDDH/Ⅲ/65 /Add.1）：2 項を次の文言を付け加える。
「攻撃から守られた施設を防御するという目的のた

めだけに建てられた施設は、このような対象から免除
を喪失しない。」

・ソビエト連邦ウクライナ共和国修正案（CDDH/Ⅲ
/74）：2 項として次の文言を加える
「2　軍事目的のために紛争当事者の一方によるこれ

らの物の使用は、その物からこの条文によってなされ
る完全な保護を失わせる。」

・カナダ修正案（CDDH/Ⅲ/79）：現行の 1 項を削除し
て、次の文言に代える。
「1　得られる軍事的利益が文民たる住民への予想さ

れる被害より比例してより大きいものでない限り、危
険な力を内蔵する工作物及び施設、すなわち、ダム、
堤防及び原子力発電所を攻撃又は破壊することを禁止
する。」

・アメリカ合衆国修正案（CDDH/Ⅲ/202）1975 年 2 月
6 日提出：1 項を次のように修正する。
「1　攻撃又は破壊が結果として危険な力の解放を引

き起こすかもしれない、文民の工作物及び施設、すな
わち、ダム、堤防及び原子力発電所を攻撃又は破壊す
ることは、このような工作物及び施設の被害や破壊が
明確な軍事的利益を提供しない、かつ、文民及び民用
物への被害が予想される直接的な軍事的利益と釣り合
うことがない限り、禁止する。」

・ベルギー、オランダ再修正案（CDDH/Ⅲ/59/Rev.1）
1975 年 2 月 7 日提出：1 項を削除する代わりに次の文
言に代える。
「1　自国における締約国の権利を侵害することなし

に、ダム、堤防及び原子力発電所のような危険な力を
内蔵する工作物及び施設を攻撃し又は破壊すること
は、これらの物の部分的ないしは全面的破壊が周辺に
住む文民たる住民に危険を与える時に、禁止する。」

各国の修正案を見ると、草案第 49 条 2 項の存在とそ
の問題は別として、大意としていかなる時も攻撃の免
除、すなわち、特別な保護をダムや堤防などに求める姿
勢を取る国家が多い。その理由は、ベトナム戦争の記憶
に起因しているといえる。この草案第 49 条の審議にお
いても、ベトナムは、その戦争経験から次のように発言
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している。「ベトナムにおける戦争では、軍事作戦にお
いて 661 か所の堤防が損傷を受けるか破壊された。貫通
爆弾によって体系的に実行された堤防への爆撃は、水素
爆弾に匹敵するほどの効果があることが見積られてい
る。つまりは、三角州の洪水や夏季・秋季の収穫の崩
壊、飢餓による 200 万から 300 万人もの文民の死であ
る 38）」。このようにベトナムは、ダムや堤防への攻撃の
免除をベトナム戦争のフィルターを通して委員会の場で
訴えたのである。

しかし、第 3 委員会において、ダムや堤防、原子力発
電所に対して完全な民用物とみなして絶対的な攻撃免除
の権利を与えることに疑問を呈する意見も多く存在し
た。すなわち先にも述べた、軍事的な聖域化への懸念で
ある。たとえばカナダは、「ダムは往々にして、防衛線
として使用され」、そして、「敵を追い出すためにダムや
堤防を破壊することが必要となるときもある」と主張
し 39）、ダムや堤防が軍事利益を有して軍事目標となり
うる可能性を論じた 40）。

カナダに続いてアメリカも、ダムや堤防、原発といっ
た「施設を軍事目的のために使用しない、または軍事目
標にしないということの保証は、それらの施設を管理し
ている紛争当事者の手にある」として、ダムや堤防が軍
事目的に利用される可能性があることを述べた上で、

「工作物及び施設が、敵の軍事に影響を持ち、かつ直接
的に貢献しているのであれば、またはいかなる時点にお
いても、工作物及び施設の部分的全面的破壊又は無効化
が明確な軍事的利益をもたらす場合、それら施設は軍事
目標とみなされるべきである」と主張した。さらにアメ
リカは、ダムや堤防、原発が軍事目的のために利用され
るとき、文民の被害と予想される軍事的利益と均衡が取
れる場合のこれら施設への攻撃の全面的な禁止は正当化
することはできないとして、「工作物及び施設が軍事目
的のために使われるのであれば、国際法のもとで正当性
をもって攻撃できる」とも主張した 41）。

このアメリカの発言の裏には、アメリカのベトナム戦
争における苦い経験があるのではないかと推測される。
ベトナム戦争においてアメリカは 1967 年中ごろまで、
北ベトナムに派遣されているソ連顧問団の攻撃による死
亡とそれを原因としたソ連との対立の激化を恐れ、ダム
や発電所、港湾など攻撃目標に制約を課していた。その
アメリカの軍事行動に対して北ベトナム軍は、このアメ
リカ軍の攻撃目標制約を格好の退避場所として軍事的聖

域として利用した 42）。また、北ベトナム軍は堤防の上
にレーダーサイトや対空火器を設置してアメリカ軍機を
攻撃した。そのため、アメリカ軍側は、このベトナム側
の防空兵器を排除するために攻撃を仕掛けるが、客観的
に見て同時に堤防も攻撃してしまうために、「アメリカ
は堤防を攻撃している」という北ベトナムをはじめとす
る東側共産圏のプロパガンダ攻勢にさらされることと
なった 43）。こういった戦争経験が先のアメリカの発言
につながっていたのではないだろうか。

1977 年 5 月 27 日第 42 回会議において、草案第 49 条
はコンセンサスによって採択された 44）。ダムや堤防の
攻撃からの保護は、最終的に第 1 追加議定書第 56 条 1
項に受け継がれている。しかし第 56 条 2 項の攻撃への
例外規定が設置されていることは、完全なる攻撃禁止に
対して疑問を呈するグループの要望に沿ったものといえ
るであろう。つまり、最終的に国家は、ダムや堤防を自
然の兵器として使用する可能性と攻撃する可能性を残し
た、または捨てなかったということである。

次に、その第 56 条 2 項（a）の例外規定、すなわち
「通常の機能（normal function）以外」とはどのような
場合をいうのか。つまり、ダムや堤防の特別な保護は、
いかなる場合に終わるのかである。第 3 委員会では、ダ
ムや堤防の「通常の機能」は、水を貯める又は貯める用
意があることを意味しているとし、もし、防御線として
又は道路として構築され機能しているならば、1 項の攻
撃に関する免除は失うとされた。ただ、ダムや堤防が通
常の機能に加えてある機能のために使われていたとして
も、それが軍事行動に対する恒常的、重要かつ直接の支
援のために使われてないかぎりは、1 項の攻撃の免除は
失われないともしている。またそれを破壊するにしても
その軍事的理由は、予期される深刻な被害に勝るだけの
特別かつ重大な利益を必要としている場合とされてい
る 45）。たとえば、水力発電のために貯めた水を利用し
ている場合だけでは、ダムを攻撃目標にする正当化はで
きない。工作物又は施設に設置されている、または周辺
にある発電施設が軍事目標であり、さらにこの発電施設
が軍事行動に対する恒常的、重要かつ直接の支援で使わ
れないかぎり、そしてその支援を攻撃によってでしか止
めることができないかぎり、攻撃されることはないとさ
れる 46）。

このように、第 1 追加議定書第 56 条は、ダムや堤防
が容易に軍事転用される可能性を認めた上で保護規定が
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用意されているといえる。これについては、第 1 追加議
定書第 54 条とは違い、各国の打算において理想より安
全保障上の必要性が勝った結果といえるであろう。そし
てこのことは、戦時における「水」の保護の観点で、ダ
ムや堤防が安全保障上の大きな例外となっていることが
わかるのである。

おわりに

本論をまとめると、戦時における水の保護規定の成立
には、主としてベトナム戦争の経験が大きく影響してい
ることが明らかとなった。第 1 追加議定書の成立のもと
となったのは、ICRC が作成した草案である。その
ICRC が第 54 条（草案第 48 条）の草案作成経緯をベト
ナム戦争での実例を挙げて説明していることが、ベトナ
ム戦争の影響を示すなによりの証左である。さらに委員
会審議における各国の提案も、アメリカとベトナムをは
じめとして、それぞれの国家の直近の戦争の経験や安全
保障観に沿ったものであった。さらに戦時におけるダム
や堤防への攻撃からの保護に関して、ICRC による 1956
年の規制案の条約化に失敗した一方で、他方、第 1 追加
議定書で条約化されえたのは、ベトナム戦争における堤
防攻撃の訴えの効果が極めて大きかったと考えられよ
う。このように、第 1 追加議定書の、そして戦時におけ
る水の保護規定の成立には、ベトナム戦争の影響を少な
からず無視できない。

この戦争の経験に影響を受けて生み出された第 1 追加
議定書は、これまで続いた戦時における水への攻撃の歴
史に一定の歯止めをかけ、飲料水及び水に関連する施
設・インフラへの攻撃を文民の生存に対する攻撃とみな
して違法化した。さらに重要なことは、水への攻撃に対
する規定を含むこの議定書に、現在（2014 年 9 月）ま
でに世界 174 か国が加盟しており、戦時での「水」への
攻撃禁止は、国際規範となっている。ベトナム戦争の経
験から大きく影響を受けたこの国際規範は、世界的に戦
時における「水」への認識に変化をもたらしている。一
例として、イラクのクウェート侵攻にはじまる 1991 年
の湾岸戦争において、アメリカ（第 1 追加議定書には未
加入）では、イラクに対する圧力として、トルコにある
ダムを使ってチグリス・ユーフラテス川の水をイラクに
届く前に干上がらせようという計画があった。しかし、
それは実行されなかった。なぜならそれは、第 1 追加議

定書第 54 条に違反し、そして何より国際世論の反発が
予想されたからである 47）。このように、「水」が人道規
範に加わったことによって、これまでの武力紛争ならば
実行されていたかもしれない「水」への攻撃に対して確
実な変化をもたらしている。そしてそれは、紛争全体の
形にも確実に影響を及ぼすといえるのだ。

しかし、国際規範としての限界がないわけではない。
まず第一に、先に述べた第 1 追加議定書第 56 条におけ
る例外規定の存在は大きい。規定には、ダムや堤防が攻
撃される余地を残してしまっているからである。第二
に、第 1 追加議定書成立後も武力攻撃を行ったことのあ
るアメリカとイスラエルは、2014 年現在においても議
定書に参加していない 48）。高度な軍事兵器や技術を有
している両国が参加していないことは、それだけ両国が
絡む紛争においてダムや堤防などへの攻撃の可能性が常
に存在することを意味する 49）。最後に、非国家武装勢
力やテロ組織が追加議定書や規範を遵守するか不透明で
ある。これは今日、極めて懸念される要素であるといえ
る。とりわけ、水や水関連施設・インフラへの攻撃が成
功した場合の国家や社会に与える打撃は極めて大きいた
めに、テロ攻撃への誘惑は高い。

奇しくも 2014 年 4 月から、イラク国内にあるいくつ
かのダムが武装集団「イスラム国（Islamic State）」に
よって攻撃され制圧されるという事件が起きてい
る 50）。さらに襲撃や占拠した武装勢力をアメリカ軍が
空爆することでダムの奪還・防衛が行われている。この
一連の出来事は、まさに先にあげた今日の不安要素をす
べて網羅している。これら事件は、次なる戦時における

「水」の保護規定成立への呼び水になるのだろうか。だ
がその前に、国際社会全体で第 1 追加議定書の成立の背
景を今一度見つめ直し、現在ある戦時における「水」の
保護の国際規範の価値を再認識することからはじめる必
要があるだろう。すなわち本稿での考察から、世界が戦
争の経験から第 1 追加議定書の成立、そして国際規範の
形成という一連の過程を認識し共有することによっては
じめて、戦時における水の保護の国際規範の次なる発展
のための基礎が築けるといえよう。
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